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Interpretive article

テクニカルセンターでは“スマートメンテナンス”というビジョ
ンのもと、将来の鉄道メンテナンスのスタイルを変革するため
の取り組みを始めています。スマートメンテナンスの4本柱は

「CBM（Condition-based maintenance：状態基準保全）
の実現」「アセットマネジメントの導入」「AI（Artif icial 
intelligence：人工知能）による業務支援」「統合データベー
スの構築」であり、これらの実現のためには、最新のICT技
術を活用しながら、鉄道メンテナンスにおける新たな“しくみ”
を作っていく必要があると考えています。

本稿では、最近の社会情勢やICT動向を軸に、これから
の鉄道メンテナンスがどのように変わるかについて研究開発
事例を交えながら考えます。

社会情勢と研究開発の方向性2.
日本は2010年前後を境に人口減少社会に転じたといわれ

ています。日本の産業は、戦後、人口の増加と高度経済成
長という社会的背景の中で、大量生産による高品質な“モノ
づくり”で多くの成功体験を重ねてきました。しかしながら人
口減少社会に入り、価値観の多様化やグローバル化に伴う
経済構造の変化の中で、これまでの考え方が通用しなくなり、
伝統的な日本産業は衰退の一途をたどっています。世界的
にも18世紀の産業革命以降の“モノづくり”を中心としたビジ
ネスモデルが崩れ、ICTを活用して新たなサービスを提供する

“コトづくり”を中心に考える企業が活躍している状況にありま
す。例えば、あるコピー機メーカーではコピー機を製造・販
売するビジネスモデルからコピー機を貸し出して利用料を徴

はじめに1.

収するという新たな“コトづくり”を行って、大きな収益を得る
ことに成功しました（図1）。これはICTの進歩により、各コピー
機の稼働状況が低コストで常に把握できるようになり、故障す
る前のメンテナンスで対応することが可能になったことが、こ
のビジネスモデルを成功へと導いています1）。

では鉄道メンテナンス業務についてこの視点から考えていく
と、研究開発としてはどのような方向性をもって取り組んでい
けばよいのでしょうか。これまで研究開発は、3K（危険、き
つい、汚い）作業の脱却や設備の維持コスト削減を目指して、
設備強化や人手に頼っていた点検および修繕業務の機械化
を中心に取り組んできました。設備強化や機械化はある種の

“モノづくり”的発想であり、故障箇所を減らしたり、ヒューマ
ンエラーを減らしたりする役割は果たしてきましたが、メンテナ
ンスのやり方に大きな変更はありませんでした。しかし、これ
からは人口が減り、鉄道運輸収入の増加が見込めない中で、
地方を含めた更なる設備の老朽化に対応していかなければ
なりません。さらに鉄道保守の中核を担ってきたベテラン社員
の退職に伴うメンテナンスノウハウの継承は、放っておけない
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図1　コピー機メーカーのビジネスモデルの変更
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3.2　スマートデバイス
“スマートデバイス”

は、皆さんもすでに利
用しているスマートフォ
ンやタブレット端末のほ
かに、最近では図3に
示すようなウェラブル
端末も含まれます4）。
図4に示すようにウェラ
ブル端末の販売台数は、総務省の予測によると2014年度の
111万台から2020年には約6倍の604万台になると予想されて
います5）。今後はますます私たちの生活に浸透していくものと
思われます。

3.3　スマートマシーン
“スマートマシーン”とは、自律的に学習して推論するコン

ピューターを指し、人工知能（AI）とも言われています4）。例
えば1997年にはチェスにおいてプロ選手と対戦して勝利した
Deep Blue、2011年にはアメリカの人気クイズ番組のチャンピ
オンと対戦して勝利したWatson、2013年には将棋において
公式戦でプロ棋士に初勝利したPonanzaが有名です。この
ように人間の考え方に近いAIが最近もてはやされるようになっ
たのは、機械学習という手法を取り入れた結果です。AIの
研究は1950年代から始まり、1980年代にはルールベースのエ
キスパートシステムが話題になりました。これはルールだけで
現実世界の複雑さを表現しようとしましたが、最終的には失
敗に終わりました。その反省に立ち、データ入力に対してルー
ルは無視し、結果だけを統計的な処理によって推測すること
で、現在のAIは人間と同じような思考回路に近づくことができ
ました。2012年にはアメリカの大学と検索エンジンを提供して
いる企業の共同研究チームが、人間の神経系を模したディー
プラーニングという技術を使って、ネットワーク上に存在してい
る画像から“猫”の概念を獲得することに成功しました。この
ディープラーニングという技術は画像認識だけでなく、スマート
フォンやタブレットの音声認識技術としても利用されています6）。

喫緊の課題です。このような状況の中で、これまでと同等以
上の保守レベルを維持していくためには、メンテナンス業務全
体の新たなやり方（コトづくり）を考えても良い時期にさしかかっ
ているのではないでしょうか。

このような社内外の情勢を踏まえ、メンテナンス業務を変革
していく“コトづくり”に必要な“しくみ”を検証していくため
に私たちが行っている研究開発について、最新のICT動向
を踏まえながら紹介します。

これからのICT動向3.
ここではICT関連で2020年に向けて話題になりそうなキー

ワード5つとその動向についてについてまとめます。

3.1　ビッグデータ
ここ数年間は“ビッグデータ”というキーワードが世間を賑

わしています。ビッグデータとはIT企業や学識経験者の間で
は膨大なデータを意味するというよりは「企業の経営や事業、
人々の生活に役立つ知恵を導き出すためのデータ」と解釈さ
れる場合が多いようです。ビッグデータには図2に示すような
ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）に代表される“つ
ぶやき”などの文字情報、写真や映像、ホームページなどへ
のアクセス時に発生するログ情報、各種センサー情報など多
種多様にわたるデータが含まれます。このようなデータの総量
は、2012年時点で世界に2.8ゼタバイト（×1021バイト）存在し、
2020年には14倍の40ゼタバイトになると予想されています2）。

このように増え続けるビッグデータに関連する技術は、ICT
の発展とともに各種産業界への適用が容易になりつつあり、
メンテナンス分野への採用も期待されています。近年、高度
成長期に建設されたインフラの老朽化問題がクローズアップさ
れていますが、総務省によるとこのビッグデータ活用によって
道路橋梁の予防保全による経済効果は2,700億円になると試
算されています。これは2009年度の橋梁メンテナンス費用の
48％に相当します3）。今後、鉄道分野においてもこのビッグデー
タに関連する技術を利用して、メンテナンス業務を変えていく
ことは必然的であるといえます。

図3　ウェラブル端末

図4　ウェラブル端末の販売予測台数
5）

図2　ビッグデータとは
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3.4　ソーシャルパワー
“ソーシャルパワー”とは、スマートデバイスなどを利用して

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）などを通じて緩
やかに人と人がつながることで、ソーシャルメディアとして社会
的に影響力を持つようになる状況を示します4）。あるポータル
サイトでは鉄道運行情報の一部にツイッター情報を表示してリ
アルタイムの鉄道案内を行っています。また、このソーシャル
パワーを利用してゲリラ豪雨の予測情報を提供している気象
情報会社があります。その的中率は91％であり、2012年の
8～9月において日本で発生した2,800回のゲリラ豪雨に対して
平均56分前に捉えることができた値です7）。気象庁のアメダス
だけでは難しいゲリラ豪雨の発生をソーシャルパワーが補って
いることになります。

3.5　バーチャリゼーション
最後に“バーチャリゼーション（仮想化）”ですが、これま

でハードウェアーと固く結びついていたリソースをハードウェ
アーから分離して抽象化することを示します4）。例えば、パソ
コンのOSを気にせずに好きなソフトウェアーを動作させるには
仮想化の技術が必要となります。図5に示すとおり、この仮
想化はICTのあらゆる分野に適用が始まっており、ユーザー
の利用環境や業界構造を大きく変えると言われています。

研究開発での取り組み4.
これまで紹介してきたICTのトレンドに対し、将来の鉄道メ

ンテナンスがどのように変わるかを、研究開発の中から探って
いきます。

4.1　ビッグデータを扱う研究
現在の点検業務は、ビッグデータというキーワードが世間に

現れる以前に確立されたものです。そのため点検業務で発
生するデータ量は極力抑えて、その中でデータを活用してい
くのが常識となっています。点検周期についても最低限の回
数であり、点検周期の関係から修繕工事の実施を決めるしき
い値も安全余裕をみた値となっています。さらに、数値により
管理している点検では、1/10mm単位の精度を求められる項

目もあり、測定業務の機械化に対しても厳しい精度が求めら
れるため、装置開発に時間とコストが多くかかっています。し
かしながら大量のデータが容易に扱えるようになる将来は、
データ量を気にすることなく、手軽に施設や機器の劣化傾向
を把握することが可能になるでしょう。

線路の沈下を例に、高頻度のデータが扱えるようになった
メリットを紹介します。これまで専用列車で年4回測定を行っ
ていた線路の点検業務を営業列車で毎日点検できるようにす
るための装置を開発してきました（図6）。この点検装置で得
られたデータを図7に示します。このデータは多い時には1日に
5回ほど線路状態を取得することができ、急激に線路が沈下
するような環境変化が起きた場合でも、その変化を早く見つ
けることができるようになりました。さらに日々 の変化が確実に
わかるため、線路の沈下予測も高精度で推定することが可
能となります。このような測定概念の大きな変化は、将来の
点検装置のあり方を大きく変えることに結びつきます。つまり、
設備の状態を直接的に高精度で測定しなくても、間接的な
測定でその劣化傾向を捉えることが可能になるはずです。こ
のような研究は、大学において道路橋梁や鉄道設備に対し
てすでに進められています8）9）。

4.2　スマートデバイスの活用
これまでの点検機器などの開発は、「業務で困っているこ

とに対して専用装置を作り上げる」という観点で進めるのが
一般的でした。ところが最近のICTのトレンドをみると、この
考え方を改めなければいけない時期に来ています。例えばセ
ンサーを搭載したリストバンド型のウェラブル端末は、スマート
フォンがその端末制御やデータ保存を行う仕組みになってお
り、汎用端末が活用されています。このようなトレンドからも、
今後現場で利用する点検装置などは、汎用端末を利用する

図5　仮想化技術
4）

図6　営業列車での線路点検

図7　高頻度データの活用（線路の沈下）
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ことが多くなると予想されます。
テクニカルセンターでは汎用端末を使用した業務支援ツー

ルの開発を行っています。図8（1）は列車動揺を調べる装置
です。スマートフォンなどの汎用端末を使用することを前提に、
端末に内蔵された加速度計とGPS（Global positioning 
system：全地球測位システム）を利用しています。また、
図8（2）はタブレットを利用した車両点検業務を支援する装置
です。車両編成の中に点在している作業員に対する点検確
認やカメラを利用した業務支援が可能となります。将来的に
は車両を状態監視することで得られるデータの表示も検討中
です。汎用端末の機能はどんどん進化しており、仮想化技
術の進展と相まって低コストで感覚的に扱える点検装置が今
後導入されていくことになるでしょう。

4.3　スマートマシーンと技術継承
メンテナンスを行っていく上でベテラン技術者のノウハウは

大変重要な情報です。しかしながら国鉄時代に採用された
ベテラン社員の多くが退職時期を迎え、このノウハウを短期
間で若手技術者に伝えていかなければなりません。研究開
発部門としては、この技術継承をこれまでに蓄積されてきたメ
ンテナンスデータや気象情報などのソーシャルデータを利用し
て支援することができないか研究を始めています。スマートマ
シーンで使われているAI技術は、この課題に対する答えを与
えてくれることになると期待しています。

あわせてこのAI技術を有効活用するためにメンテナンスに
かかわる多くのデータを自由に扱える“しくみ”も必要となりま
す。つまり、現在は部門ごとに独立しているシステムを自由に
参照できるようにしなければなりません。そのためにはメンテナ
ンス情報を共有できるプラットフォームを構築していくことが重
要と考えています。手始めにシステム毎に分かれている設備
や点検の情報を一つの画面で表示できる仮環境と支援ツー
ルを試作して、その評価と課題抽出を行っています（図9）。

おわりに5.
本稿では、2020年に向けたICTの動向を見据えながら将

来の鉄道メンテナンス業務がどう変わるのかを研究開発の側
面から考えてきました。2020年には一部の路線で車両、線
路および架線の状態監視が行われていると思われます。この
ような新たな“しくみ”ができることで、次の時代につながるメ
ンテナンスの“コトづくり”が可能となります。

メンテナンスの基本は点検を行い、設備などが故障する前
に修繕を行うことです。この原理原則は変わることはありませ
んが、日々 得られる設備の稼働状況が手に取るようにわかる
メンテナンスとはどういう世界なのでしょうか。経験と勘に頼っ
ていたメンテナンスがデータを基にしたスマートなメンテナンス
になっていると予想されます。このような世界を実現するため
に、テクニカルセンターではオープンイノベーションという発想
のもとで研究開発を推進し、新たなメンテナンス業務のスタイ
ルを提案していきます。

図9　各部門情報の一覧表示による業務支援
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図8　汎用端末を利用した業務支援研究

(1)列車動揺測定装置 (2)車両点検支援装置


